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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用してお

ります。 

(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．今期より中間配当制度を採用いたしました。 

４．平成18年3月期の1株あたり配当金6円は、創立90周年記念配当1円を含んでおります。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成16年 

3月21日 

至平成16年 

9月20日 

自平成17年 

3月21日 

至平成17年 

9月20日 

自平成18年 

3月21日 

至平成18年 

9月20日 

自平成16年 

3月21日 

至平成17年 

3月20日 

自平成17年 

3月21日 

至平成18年 

3月20日 

売上高（百万円） 146,053 146,101 179,732 309,615 322,916 

経常利益（百万円） 7,200 8,189 15,166 17,414 24,331 

中間（当期）純利益（百万円） 2,160 2,748 8,722 1,860 10,157 

純資産額（百万円） 37,933 42,120 66,423 38,366 52,750 

総資産額（百万円） 267,802 246,849 261,916 254,438 255,222 

1株当たり純資産額（円） 163.96 182.10 285.96 165.63 226.51 

1株当たり中間（当期）純利益金額（円） 9.34 11.88 37.55 7.80 43.18 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益 

金額（円） 
8.69 10.93 34.67 7.30 39.72 

自己資本比率（％） 14.2 17.1 23.4 15.1 20.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △5,994 7,850 5,701 5,789 18,724 

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △4,716 △3,576 △1,329 △2,242 △9,729 

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 10,621 △6,027 △4,282 △2,823 △14,934 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

（百万円） 
16,982 16,275 13,272 17,906 12,102 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用人員（人）] 

7,664 

[3,740] 

7,703 

[3,753] 

8,103 

[4,846] 

7,620 

[3,673] 

7,754 

[3,657] 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成16年 

3月21日 

至平成16年 

9月20日 

自平成17年 

3月21日 

至平成17年 

9月20日 

自平成18年 

3月21日 

至平成18年 

9月20日 

自平成16年 

3月21日 

至平成17年 

3月20日 

自平成17年 

3月21日 

至平成18年 

3月20日 

売上高（百万円） 89,481 87,973 103,729 191,381 189,518 

経常利益（百万円） 2,014 4,217 8,316 8,033 13,047 

中間（当期）純利益または中間（当期）純損失 

（百万円） 
△274 540 6,203 △3,982 3,803 

資本金（百万円） 15,540 15,541 15,908 15,541 15,858 

発行済株式総数（千株） 232,059 232,061 233,050 232,061 232,915 

純資産額（百万円） 31,116 29,506 39,372 28,294 35,399 

総資産額（百万円） 196,707 171,932 177,219 181,077 176,219 

1株当たり配当額（円） － － 3 0 6 

自己資本比率（％） 15.8 17.2 22.2 15.6 20.1 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用人員（人）] 

2,856 

[327] 

2,790 

[206] 

2,766 

[186] 

2,818 

[249] 

2,784 

[230] 
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５．平成18年9月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用してお

ります。 

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

当中間連結会計期間において、連結子会社であったシナティクスソリューションズ株式会社（主な事業の内容：

ロボット）は当社が所有する株式を全て売却したため、子会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。また、パート、アルバイト、派遣社員、嘱託契約社員の中間連結会計期間の平均人

員を、カッコ内に記載しております。 

２．当中間連結会計期間より、従来の「ロボティクスオートメーション」の名称を「ロボット」に変更しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。また、

パート、アルバイト、派遣社員、嘱託契約社員の中間会計期間の平均人員を、カッコ内に記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金

（百万円） 
主要な

事業の内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容

（持分法非適用関連会社） 
安川ブルックス 
オートメーション 
株式会社  

神奈川県 
  横浜市  

450 ロボット 50.0

当社ロボット製品の販売・サ
ービスを行っており、当社従
業員が役員の兼務等をしてお
ります。   

  （平成18年9月20日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

モーションコントロール 2,736 [2,712]

ロボット 2,137 [178] 

システムエンジニアリング 866 [53] 

情報 912 [49] 

その他 815 [1,823] 

全社（共通） 637 [31] 

合計 8,103 [4,846] 

  （平成18年9月20日現在）

従業員数（人） 2,766 [186] 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 概況 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油や原材料の価格上昇による影響が懸念されましたが、欧米および

アジアでは概ね堅調に推移し、国内においても設備投資の拡大や雇用状況の改善等により、景気回復傾向が持続し

ました。 

このような経済環境を捉え、当社グループでは当連結会計期間から3ヵ年の中期経営計画“ダッシュ100”をスタ

ートさせ、攻めの経営を展開しております。“ダッシュ100”では、シェア・事業規模・収益性における真のグロ

ーバルNo.1事業の確立、新規事業の立ち上げ・育成、売上高経常利益率10％の早期実現の3つを基本方針としてお

り、特に当中間連結会計期間は、既存事業の強化および事業領域拡大を図るべく、注力市場である自動車市場、半

導体・液晶市場等での深耕と開拓、中国を中心とした成長市場であるアジア市場、欧米市場への拡販等に取り組ん

でまいりました。 

また、半導体ウェハ搬送ロボット事業の再強化を図るため、ブルックスオートメーション社（米国）と提携し、

合弁会社安川ブルックスオートメーション株式会社を設立するとともに、当社米国子会社シナティクスソリューシ

ョンズ株式会社をブルックスオートメーション社に譲渡いたしました。 

この結果、売上高は前中間連結会計期間比23.0％増の1,797億32百万円、営業利益は前中間連結会計期間比

85.0％増の151億1百万円、経常利益は前中間連結会計期間比85.2％増の151億66百万円、中間純利益は前中間連結

会計期間比3.2倍の87億22百万円と、大きく収益を拡大し、いずれも中間連結会計期間としては過去最高を記録い

たしました。  

② 事業の種類別セグメントの状況 

セグメント別の状況は次の通りです。 

〔モーションコントロール〕 

当セグメントにおいては、ACサーボ・コントローラは、半導体・電子部品市場や海外市場が堅調で、インバータ

も海外の空調市場等を中心に好調に推移いたしました。これらの市場に対し、営業力の強化による市場開拓の推進

を実施する一方、新製品の積極的な拡販および品揃えを強化いたしました。また、高付加価値化に向けた取組みや

コストダウン等の採算改善活動にも注力いたしました。 

この結果、受注高は前中間連結会計期間比25.7％増の476億63百万円（当社単独ベース）、生産高は前中間連結

会計期間比17.7％増の465億22百万円（当社単独ベース）、売上高は前中間連結会計期間比28.0％増の787億33百万

円、営業利益は前中間連結会計期間比2.2倍の101億79百万円と大きく収益を拡大し、中間連結会計期間としては過

去最高となりました。 

〔ロボット〕 

当セグメントにおいては、自動車市場の需要は、国内市場は前連結会計期間後半の設備投資の調整局面による減

少から徐々に回復傾向にあり、欧米市場においては投資抑制の動きが見られる中で拡販に努めてまいりました。一

方、液晶市場や半導体市場からの需要が回復いたしました。これらの市場全般に対して、用途および市場に最適な

製品の拡販による既存市場の拡大を図りました。また、自動車市場では、生産ラインにおいて人と共存し、補助す

るロボットの導入ニーズにお応えして開発した双腕ロボット、腕ロボットによる新市場創出に努めてまいりまし

た。 

この結果、受注高は前中間連結会計期間比4.3％増の436億80百万円（当社単独ベース）、生産高は前中間連結会

計期間比5.5％減の332億1百万円（当社単独ベース）、売上高は前中間連結会計期間比16.1％増の630億88百万円と

なりましたが、営業利益は自動車市場向けの高付加価値製品の売上減少および欧米市場の競争激化の影響もあり前

中間連結会計期間比8.5％減の40億34百万円となりました。 

（注）従来の「ロボティクスオートメーション」の名称を当中間連結会計期間から「ロボット」に変更しており

ます。 

〔システムエンジニアリング〕 

当セグメントにおいては、得意分野への特化およびコストダウンの強化を図り、利益構造改革を推進いたしまし

た。また、需要面では鉄鋼プラント用電機システムにおける需要増加を取り込むことに注力し、海外においては中

国向けのクレーン用電機品が増加いたしました。 

この結果、受注高は前中間連結会計期間比1.2％減の162億75百万円（当社単独ベース）、生産高は前中間連結会

計期間比4.7％増の73億55百万円（当社単独ベース）、売上高は前中間連結会計期間比46.4％増の210億97百万円、

損益面では、7億57百万円の営業損失となりましたが、前中間連結会計期間比で11億3百万円改善いたしました。 
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〔情報〕 

当セグメントにおいては、株式会社ワイ・イー・データでは、各種カードリーダを中心とするマルチメディア機

器等が前連結会計期間後半に引続き堅調に推移いたしました。また、安川情報システム株式会社では、通信事業者

向けシステム構築や、半導体・液晶装置メーカ向けの制御用ソフトの需要が堅調に推移いたしました。 

この結果、売上高は前中間連結会計期間比18.8％増の131億1百万円、営業利益は前中間連結会計期間比3.3倍の6

億44百万円となりました。 

〔その他〕 

当セグメントにおいては、売上高は、前中間連結会計期間比22.7％減の37億11百万円、営業利益は、前中間連結

会計期間比20.9％増の9億94百万円となりました。 

③ 所在地別セグメントの状況 

日本では、売上高は、前中間連結会計期間比22.2%増の1166億57百万円、営業利益は、前中間連結会計期間比

129.0%増の95億31百万円となりました。 

米州では、売上高は、前中間連結会計期間比20.9%増の276億89百万円、営業利益は、前中間連結会計期間比

34.9％増の26億65百万円となりました。 

欧州では、売上高は、前中間連結会計期間比24.1%増の211億96百万円、営業利益は、前中間連結会計期間比

29.3％減の9億51百万円となりました。 

アジアでは、売上高は、前中間連結会計期間比33.0%増の141億89百万円、営業利益は、前中間連結会計期間比

63.8％増の17億11百万円となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加や、法人税等の支出がありましたが、税金等調整前中間

純利益等により、前中間連結会計期間に比べ21億49百万円減少し、57億1百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産等の取得による支出41億46百万円がありましたが、有形固

定資産や関係会社株式の売却による収入等により、前中間連結会計期間に比べ22億47百万円増加し、13億29百万円

の支出となりました。 

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッ

シュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ97百万円増加し、43億72百万円の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の返済と配当金の支払等により、前中間連結会計期間に比べ

17億44百万円増加し、42億82百万円の支出となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前中間連結会計期間末と比べて30億3百万

円減少し、132億72百万円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は

必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品もあるため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び

受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため、生産及び受注の状況につきましては、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績

に関連づけて、当社単独の数字を示しております。 

 また、販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関連づけて、連

結の数字を示しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当連結会計期間は、中期経営計画“ダッシュ100”の初年度にあたり、コア事業でのシェア拡大とコア技術の強み

を生かした周辺領域の開拓のための研究開発を強化しました。さらに新規事業の育成を加速し、真のグローバルNo.1

事業に相応しい売上高・シェア・製品力・市場創造力の実現を目指しています。 

当中間連結会計期間の研究開発費は41億64百万円であり、各分野におけるその主な成果は以下の通りです。 
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〔モーションコントロール分野〕 

サーボドライブでは、新コンセプト製品としてサーボ調整一切不要のACサーボドライブ「JUNMAシリーズ」に高

速モーションネットワークMECHATROLINK-II対応機種を追加いたしました。これにより、システムの省配線と

MECHATROLINK-II対応各種機器との容易な接続を可能にしました。ダイレクトドライブモータでは、小容量シリー

ズ（550W以下）のリニューアルを実施し、小形高性能である特長を継承しつつ、部品の一体構造など大幅に見直し

を行い信頼性を向上させました。またコントローラでは好評をいただいていますMPシリーズにおいて、エンドユー

ザのアプリケーションソフトのインストールが簡単にできるMPLoaderMakerを開発し、使い勝手向上により機械メ

ーカやエンドユーザの負担を軽減いたしました。 

インバータドライブでは、エレベータ専用インバータVarispeed L7の性能アップを図りました。同期モータの

IPM/SPMへの適応を可能としたほか、欧州Safety規格対応品などを従来機種に追加し、市場が拡大しております中

国市場への対応を進めております。 

モーションコントロール製品全体では、2006年7月より施行されました欧州RoHS指令に対応したサーボ、インバ

ータドライブ、コントローラを順次製品投入いたしました。 

当部門の研究開発費は16億56百万円です。 

〔ロボット分野〕 

ハンドリング・組立用途ロボットに、中可搬タイプのMOTOMAN-EH80（可搬重量：80kg）と高可搬タイプの

MOTOMAN-EH130（可搬重量：130kg）を追加しました。またハンドリングギソウケーブルの内蔵や機械との干渉回避

などハンドリング用途としての専用化を進めました。さらに高頻度動作対応として高寿命減速機を採用し、寿命を

当社従来比3倍まで高めることができました。 

さらに、プレス間ハンドリングロボットMOTOMAN-EPH130、-130Rは広い動作範囲で大型プレスラインへの対応を

可能にすると共に棚据付タイプを準備し、プレス機械のシステムレイアウトを容易にしました。これら用途専用タ

イプのほかに、各種用途に適用いただける汎用ハンドリングロボットMOTOMAN-HP3Jを開発いたしました。従来機に

比べコンパクトにし据付面積を省スペース化したほか、新型コントローラ（NXC100）を採用し使いやすいロボット

を実現しました。 

また、1977年に日本で初めての全電気式産業用ロボット“MOTOMAN”（モートマン）を出荷して以来、今年の10

月には累積出荷台数15万台を達成しました。 

当部門の研究開発費は7億64百万円です。 

（注）従来の「ロボティクスオートメーション」の名称を当中間連結会計期間から「ロボット」に変更しており

ます。 

〔システムエンジニアリング分野〕 

生産設備の駆動において省エネルギーに大きな効果を発揮する直列多重式高圧インバータFSDrive-MV1Sの生産を

業界に先がけて実施してまいりました。国内需要に対しては3kV、6kV級の電圧に対し、18機種（容量）をシリーズ

化しています。国内需要範囲の拡大に加え、海外での需要が増え、特に11kV級への要求が高まっており、今回イン

バータセルと制御機能・性能をそのまま踏襲した11kVシリーズの製品化を行い、国外の幅広い省エネドライブに対

応・貢献できる環境を整えました。 

当部門の研究開発費は1億44百万円です。 

〔情報分野〕 

情報セキュリティ強化に対応するため、ネットワーク・セキュリティ関連製品の開発に取組んできました。また

デジタルフォレンジックに対応した電子メールアーカイバの機能・性能向上のための開発も実施してまいりまし

た。 

他システムとの干渉を押さえるとともに、低送信電力と近距離高速通信を実現した、日本初のUWB（超広帯域無

線通信技術）「ワイヤレスハブ」を製品化しました。 

当部門の研究開発費は5億10百万円です。 

〔研究開発分野〕 

中期経営計画“ダッシュ100”の基本方針のひとつである新規事業の立上げ・育成に向けて、コア事業周辺領

域・新規市場における事業創出に向けた活動を推進しています。コア技術の強みを生かせる分野での事業育成とし

て非製造業用ロボット分野や環境・エネルギー分野、車載用電機品分野などに重点を置いて研究開発を進めていま

す。 

とくに、非製造業用ロボット分野での取組みでは、人と共存・協調して働くロボットを目指した次世代ロボット

の実証システムである“SmartPal”による検証を重ね、その実現に向けた研究開発を加速させています。 

当部門の研究開発費は10億88百万円です。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。 

(2)【新株予約権等の状況】 

 旧商法第341条ノ2の規定に基づき発行した新株予約権付社債に関する事項は次のとおりであります。 

2009年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年8月24日発行） 

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 新株予約権の行使による増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 560,000,000 

計 560,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年9月20日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月1日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 233,050,869 233,050,869 
東京証券取引所市場第
一部、福岡証券取引所 

－ 

計 233,050,869 233,050,869 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年9月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 14,268 同左 

新株予約権の数（個） 7,134 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,281,081 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,000,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年9月7日 

至 平成21年8月10日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

740 

371 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使は

できない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 なし 同左 

代用払込みに関する事項 なし 同左  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成18年3月21日～ 
平成18年9月20日（注） 

135 233,050 50 15,908 49 11,376 
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(4)【大株主の状況】 

（注）１．フィデリティ投信株式会社から、平成18年9月11日付の変更報告書の写しの送付があり、平成18年9月6日現在

で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間期末現在における所有株数の

確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

２．野村證券株式会社および共同保有者から、平成18年9月15日付の変更報告書の写しの送付があり、平成18年8月

31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間期末現在における所

有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  （平成18年9月20日現在）

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8-11 22,147 9.50 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11-3 15,378 6.59 

みずほ信託退職給付信託 みずほコー

ポレート銀行口 再信託受託者 資産

管理サービス信託 

東京都中央区晴海1丁目8-12 晴海アイランドト

リトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
8,071 3.46 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（中央三井信託銀行退職給付信

託口） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 7,970 3.41 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 7,967 3.41 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（住友信託銀行再信託分・株式

会社福岡銀行退職給付信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8-11 6,375 2.73 

エムエルビーエフエスカストデイー 

（常任代理人株式会社メリルリンチ日

本証券株式会社） 

SOUTH TOWER WORLD FINANCIAL CENTER NEW YORK  

NY 10080-0801 USA 

（東京都中央区日本橋1丁目4-1 日本橋一丁目ビ

ルディング） 

5,423 2.32 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託B口） 

東京都中央区晴海1丁目8番12号 晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
5,165 2.21 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2-2 4,515 1.93 

ビービーエイチ ルクス フイデリテ

イ フアンズ ジヤパン フアンド 

（常任代理人株式会社三菱UFJ銀行） 

37, RUE NOTRE-DAME, LUXEMBOURG GRAND DUCHY  

OF LUXEMBOURG 

（東京都千代田区丸の内2丁目7-1） 

4,250 1.82 

計 － 87,261 37.38 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

フィデリティ投信㈱ 
東京都港区虎ノ門四丁目3番1号 城山トラストタ

ワー 
28,681 12.31 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋一丁目9番1号 2,953 1.27 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1, St. Martin' s-le Grand  

London EC1A 4NP, England 
4,030 1.73 

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,  

Inc. 

2 World Financial Center, Building B New  

York, N.Y. 10281-1198 
391 0.17 

NOMURA HOLDING AMERICA Inc. 
2 World Financial Center, Building B New  

York, N.Y. 10281-1198 
50 0.02 

野村アセットマネジメント㈱ 東京都中央区日本橋一丁目12番1号 4,756 2.04 
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３．株式会社みずほコーポレート銀行および共同保有者から、平成18年8月15日付の変更報告書の写しの送付があ

り、平成18年7月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間期

末現在における所有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

４．モルガン・スタンレー証券株式会社および共同保有者から、平成18年7月10日付の変更報告書の写しの送付が

あり、平成18年6月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間

期末現在における所有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

５．三井アセット信託銀行株式会社および共同保有者から、平成18年6月15日付の変更報告書の写しの送付があ

り、平成18年5月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間期

末現在における所有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

６．株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループおよび共同保有者から、平成18年5月15日付の変更報告書の写しの

送付があり、平成18年4月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社とし

て中間期末現在における所有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 9,473 4.07 

みずほ証券㈱ 東京都千代田区大手町1丁目5番1号 1,159 0.50 

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲1丁目2番1号 3,087 1.32 

みずほインベスターズ証券㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1丁目13番16号 1 0.00 

第一勧業アセットマネジメント㈱ 東京都千代田区有楽町1丁目7番1号 21 0.01 

富士投信投資顧問㈱ 東京都中央区日本橋小舟町8番1号 20 0.01 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

モルガン・スタンレー証券㈱ 
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号恵比寿ガーデ

ンプレイスタワー 
1,076 0.46 

Morgan Stanley & Co. Incorporated 1585 Broadway, New York, NY 10036 6,669 2.86 

Morgan Stanley & Co.  

International Limited 

25 Cabot Square Canary Wharf London E14  

4QA U.K. 
7,623 3.23 

MSDW Equity Finance Services I  

(Cayman) Ltd. 

c/o M&C Corporate Services Limited P.O.  

Box 309GT Ugland House, South Church  

Street George Town, Grand Cayman 

141 0.06 

MSDW Equity Finance Services  

(Luxembourg) S. a. r. l 
8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 Luxembourg 1,261 0.54 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

三井アセット信託銀行㈱ 東京都港区芝三丁目23番1号 4,570 1.96 

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝三丁目33番1号 7,971 3.42 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 1,500 0.64 

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 6,975 2.99 

三菱UFJ証券㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目4番1号 273 0.12 

Mitsubishi UFJ Securities  

International plc 
6 Broadgate, London EC2M 2AA, United Kingdom 201 0.09 

三菱UFJ投信㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 1,710 0.73 

エム・ユー投資顧問㈱ 東京都中央区日本橋室町3丁目2番15号 465 0.20 

Mitsubishi UFJ Asset Management  

(UK) Ltd. 

12-15Finsbury Circus, London EC2M 7BT,  

United Kingdom 
1 0.00 
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７．ゴールドマン・サックス証券会社および共同保有者から、平成18年4月14日付の変更報告書の写しの送付があ

り、平成18年3月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。当社として中間期

末現在における所有株数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が14,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれておりません。 

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式514株、相互保有株式として末松九機㈱979株、八幡電機精工㈱

43株、桑原電工㈱80株、九州制盤㈱807株、㈱ワイ・イー・テック353株、五楽工業㈱902株、西南電機㈱676

株、㈱藤井精密回転機製作所40株、西戸崎開発㈱500株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（平成18年9月20日現在）

（注）１．他人名義所有分の名義はすべて取引先会社で構成される持株会（名称：安川電機関連企業持株会、住所：埼玉

県入間市上藤沢480）となっております。 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所 
有株式数の割 
合（％） 

ゴールドマン・サックス証券会社 

英国領バージン・アイランド、トルトラ、ロー

ド・タウン、ロマスコ・プレイス、ウィックハム

ズ・ケイ1、私書箱3140 

1,219 0.52 

Goldman Sachs International 
Peterborough Court, 133 Fleet Street,  

London EC4A 2BB UK 
9,473 4.07 

Goldman Sachs & Co. 
85 Broad Street, New York, New York 10004  

U.S.A. 
3,973 1.71 

  （平成18年9月20日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） － － 

 普通株式 261,000 － － 

 （相互保有株式） － － 

 普通株式 1,095,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 230,278,000 230,264 － 

単元未満株式 普通株式 1,416,869 － 1単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数   233,050,869 － － 

総株主の議決権 － 230,264 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義

所有株式数
（株） 

他人名義
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

㈱安川電機 北九州市八幡西区黒崎城石2-1 261,000 － 261,000 0.11

末松九機㈱ 福岡市博多区美野島2丁目1-29 304,000 67,000 371,000 0.15

八幡電機精工㈱ 北九州市八幡西区本城2805 50,000 186,000 236,000 0.10

桑原電工㈱ 北九州市八幡西区築地町9-13 16,000 118,000 134,000 0.05

九州制盤㈱ 北九州市八幡西区紅梅2丁目1-13 18,000 70,000 88,000 0.03

㈱ワイ・イー・テック 北九州市小倉北区城内4-38 39,000 35,000 74,000 0.03

五楽工業㈱ 福岡県中間市上底井野通ケ浦299 25,000 38,000 63,000 0.02

西南電機㈱ 福岡県中間市上底井野鷲ケ池1121 5,000 40,000 45,000 0.01

㈱藤井精密回転機製作所 大阪市淀川区西淡路町4-25-4 - 43,000 43,000 0.01

西戸崎開発㈱ 福岡市東区大岳2丁目1-1 38,000 - 38,000 0.01

㈱左尾電機工業所 北九州市八幡西区岸の浦2丁目4-18 - 3,000 3,000 0.00

計 － 756,000 600,000 1,356,000 0.58
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２．上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が当中間会計期間末現在

で1,000株（議決権の数1個）あります。なお、当該株式数は前頁①「発行済株式」の「完全議決権株式（その

他）」の中に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。各月1日から末日までの間の最高・最

低株価を表示しております。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 1,455 1,446 1,344 1,358 1,395 1,349 

最低（円） 1,311 1,213 1,050 1,175 1,261 1,131 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）及び当中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成17年9月20日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成18年9月20日現在） 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
（平成18年3月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金及び預金   16,317 13,418   12,147 

受取手形及び売掛金 *2 76,488 87,315   85,012 

有価証券   68 38   53 

たな卸資産 *2 59,092 58,820   58,177 

その他   14,674 19,713   14,534 

貸倒引当金   △925 △845   △732 

流動資産合計   165,716 67.1 178,460 68.1   169,192 66.3

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産 ＊1,2     

建物及び構築物   16,162 17,767   17,727 

その他   21,875 21,384   21,928 

有形固定資産合計   38,037 39,152   39,656 

無形固定資産   8,799 7,760   8,422 

投資その他の資産       

投資有価証券   19,609 21,479   23,840 

繰延税金資産   11,681 11,908   11,051 

その他   3,442 3,583   3,450 

貸倒引当金   △437 △429   △391 

投資その他の資産合計   34,296 36,542   37,952 

固定資産合計   81,133 32.9 83,455 31.9   86,030 33.7

資産合計   246,849 100.0 261,916 100.0   255,222 100.0 
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前中間連結会計期間末 

（平成17年9月20日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成18年9月20日現在） 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年3月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形及び買掛金   60,415 67,322   65,082 

短期借入金 *2 35,960 24,987   30,274 

未払費用   14,733 18,278   16,951 

役員賞与引当金    － 79   － 

その他   16,852 14,437   16,664 

流動負債合計   127,962 51.8 125,106 47.7   128,973 50.5

Ⅱ 固定負債       

社債   10,000 10,000   10,000 

新株予約権付社債   15,000 14,268   14,368 

長期借入金 *2 11,305 9,370   7,914 

退職給付引当金   34,154 35,583   35,774 

役員退職慰労引当金    － 599   118 

その他   2,318 564   1,232 

固定負債合計   72,778 29.5 70,386 26.9   69,408 27.2

負債合計   200,741 81.3 195,492 74.6   198,382 77.7

        

（少数株主持分）       

少数株主持分   3,988 1.6 － －   4,090 1.6

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金   15,541 6.3 － －   15,858 6.2

Ⅱ 資本剰余金   11,012 4.5 － －   11,329 4.4

Ⅲ 利益剰余金   12,959 5.2 － －   20,367 8.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,656 1.1 － －   4,739 1.9

Ⅴ 為替換算調整勘定   242 0.1 － －   764 0.3

Ⅵ 自己株式   △292 △0.1 － －   △309 △0.1

資本合計   42,120 17.1 － －   52,750 20.7

負債、少数株主持分及び資本合計   246,849 100.0 － －   255,222 100.0 

            

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

資本金    － － 15,908 6.1   － －

資本剰余金    － － 11,379 4.3   － －

利益剰余金    － － 29,107 11.1   － －

自己株式    － － △332 △0.1   － －

株主資本合計    － － 56,063 21.4   － －

Ⅱ 評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金    － － 3,827 1.5   － －

繰延ヘッジ損益    － － △31 △0.0   － －

為替換算調整勘定    － － 1,411 0.5   － －

評価・換算差額等合計    － － 5,208 2.0   － －

Ⅲ 少数株主持分   － － 5,151 2.0   － －

純資産合計    － － 66,423 25.4   － －

負債純資産合計    － － 261,916 100.0   － －
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②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   146,101 100.0 179,732 100.0   322,916 100.0 

Ⅱ 売上原価   106,948 73.2 128,815 71.7   232,052 71.9

売上総利益   39,152 26.8 50,916 28.3   90,864 28.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

給料手当   13,928 15,577   29,075 

販売手数料   2,189 2,809   4,984 

運賃諸掛   964 1,194   2,118 

退職給付費用   1,496 1,427   3,136 

減価償却費   1,332 1,286   2,645 

役員賞与引当金繰入額    － 79   － 

役員退職慰労引当金繰入額    － 77   32 

貸倒引当金繰入額   － 145   － 

その他   11,080 30,991 21.2 13,216 35,815 19.9 24,383 66,377 20.5

営業利益   8,161 5.6 15,101 8.4   24,486 7.6

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   48 92   98 

受取配当金   148 234   194 

持分法による投資利益   375 410   873 

為替差益   231 117   273 

雑収入   213 1,018 0.7 357 1,213 0.7 602 2,042 0.6

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   625 590   1,469 

債権売却損   185 150   398 

雑支出   178 989 0.7 407 1,148 0.7 329 2,198 0.7

経常利益   8,189 5.6 15,166 8.4   24,331 7.5

Ⅵ 特別利益       

投資有価証券売却益   77 3   80 

関係会社株式売却益    － 1,856   － 

固定資産売却益 *1 5 1,048   222 

その他特別利益   8 91 0.0 89 2,998 1.7 144 447 0.1

Ⅶ 特別損失       

固定資産廃却損   108 136   251 

退職給付会計基準変更時差異償却   1,788 －   3,576 

投資有価証券評価損   0 596   12 

事業構造改善費用 *2 862 586   2,649 

減損損失 *3 － 2,030   － 

その他特別損失   622 3,381 2.3 895 4,245 2.4 1,003 7,492 2.3

税金等調整前中間(当期)純利益   4,900 3.3 13,919 7.7   17,286 5.3

法人税、住民税及び事業税   3,109 3,253   9,617 

法人税等調整額   △1,026 2,083 1.4 1,325 4,578 2.5 △2,803 6,814 2.1

少数株主利益   67 0.0 617 0.3   314 0.1

中間(当期)純利益   2,748 1.9 8,722 4.9   10,157 3.1
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③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

   中間連結剰余金計算書 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 

至 平成17年9月20日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年3月21日 

至 平成18年3月20日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     14,001   14,001 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

新株予約権の行使による新株の発行   －   315   

自己株式処分差益   0 0 1 316 

Ⅲ 資本剰余金減少高           

欠損てん補のための取崩高   2,989 2,989 2,989 2,989 

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高     11,012   11,329 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     7,291   7,291 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

中間(当期)純利益   2,748   10,157   

持分法適用会社増加に伴う増加高   －   36   

資本剰余金取崩による増加高   2,989 5,737 2,989 13,182 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

役員賞与   69   69   

連結子会社減少に伴う減少高   － 69 36 106 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     12,959   20,367 
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（注） 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  中間連結株主資本等変動計算書 

  当中間連結会計期間（自平成18年3月21日 至平成18年9月20日） 
 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月20日残高（百万円） 15,858 11,329 20,367 △309 47,246 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株予約権の行使 50 49     99 

 剰余金の配当（注）     △1,394   △1,394 

 役員賞与（注）     △169   △169 

 中間純利益     8,722   8,722 

 自己株式の取得       △23 △23 

 自己株式の処分   0   0 1 

 連結子会社増加による増加     1,246   1,246 

 連結子会社増加による減少     △21   △21 

 連結子会社減少による増加     1,602   1,602 

 持分法適用会社減少による減少     △1,246   △1,246 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） 50 50 8,739 △22 8,817 

平成18年9月20日残高（百万円） 15,908 11,379 29,107 △332 56,063 

  評価・換算差額等     

  

その他有価証券

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

為替勘定調整 

勘定 

評価・換算 

差額等合計 
少数株主持分 純資産合計 

平成18年3月20日残高（百万円） 4,739 － 764 5,503 4,090 56,840 

 中間連結会計期間中の変動額             

 新株予約権の行使           99 

 剰余金の配当（注）           △1,394 

 役員賞与（注）           △169 

 中間純利益           8,722 

 自己株式の取得           △23 

 自己株式の処分           1 

 連結子会社増加による増加           1,246 

 連結子会社増加による減少           △21 

 連結子会社減少による増加           1,602 

 持分法適用会社減少による減少           △1,246 

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額) △911 △31 647 △295 1,061 765 

中間連結会計期間中の変動額合計(百万円) △911 △31 647 △295 1,061 9,583 

平成18年9月20日残高（百万円） 3,827 △31 1,411 5,208 5,151 66,423 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 

至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自 平成17年3月21日 

至 平成18年3月20日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間(当期)純利益   4,900 13,919 17,286 

減価償却費   3,307 3,359 6,699 

減損損失    － 2,030 － 

退職給付引当金の増減額   1,736 △477 3,351 

役員退職慰労引当金の増減額    － 481 △51 

投資有価証券売却益   △77 △3 △80 

関係会社株式売却益    － △1,856 － 

投資有価証券評価損   0 596 12 

受取利息及び受取配当金   △197 △327 △293 

支払利息   625 590 1,469 

売上債権の増減額   15,160 △5,530 9,069 

たな卸資産の増減額   △5,872 △554 △4,505 

仕入債務の増減額   △5,736 △197 △1,742 

未払金の増減額   △325 50 △2,416 

その他   1,635 △1,776 2,756 

小計   15,156 10,305 31,556 

利息及び配当金の受取額   217 513 307 

利息の支払額   △613 △622 △1,461 

法人税等の支払額   △6,910 △4,494 △11,677 

営業活動によるキャッシュ・フロー   7,850 5,701 18,724 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産等の取得による支出   △3,747 △4,146 △9,300 

有形固定資産等の売却による収入   179 1,066 433 

投資有価証券等の取得による支出   △54 △506 △645 

投資有価証券等の売却による収入   174 34 231 

関係会社株式の売却による収入   － 1,781 － 

その他   △129 442 △448 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,576 △1,329 △9,729 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増減額   △3,065 △3,449 △8,951 

長期借入による収入   － 3,680 30 

長期借入金の返済による支出   △2,849 △2,987 △5,877 

配当金の支払額   － △1,394 － 

少数株主への配当金の支払額   △88 △108 － 

その他   △24 △22 △136 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △6,027 △4,282 △14,934 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   122 104 309 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,630 194 △5,630 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   17,906 12,102 17,906 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加    － 975 － 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少    － － △173 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   16,275 13,272 12,102 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 62社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ワイ・イー・データ、安川情報システ

ム㈱、安川エンジニアリング㈱、米国安川

電機㈱ 他58社 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 65社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ワイ・イー・データ、安川情報システ

ム㈱、安川エンジニアリング㈱、米国安川

電機㈱ 他61社 

     当中間連結会計期間から、非連結子会社

  であった安川ＴＥＣＯモータエンジニアリ 

  ング㈱、持分法適用関連会社であった㈱左 

  尾電機工業所、㈱西南電機、㈱藤井精密回 

  転機製作所、㈱ワイ・イー・テック、五楽 

  工業㈱、九州制盤㈱、信和精機㈱を重要性 

  増加により連結子会社といたしました。 

   前連結会計年度まで、連結子会社であっ 

  たシナティクスソリューションズ㈱は、株 

  式売却により子会社でなくなったため、当 

  中間連結会計期間より連結の範囲から除外 

  いたしました。 

   また、前連結会計年度まで、連結子会社 

  であった㈱安川マニュファクチャリングサ 

  ービス行橋、㈱安川マニュファクチャリン 

  グサービス関東、㈱安川マニュファクチャ 

  リングサービス八幡の３社は、連結子会社 

  である㈱安川プロダクトスタッフを存続会 

  社として合併し、新社名を安川マニュファ 

  クチャリング㈱といたしました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 61社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ワイ・イー・データ、安川情報システム

㈱、安川エンジニアリング㈱、米国安川電機

㈱ 他57社 

当連結会計年度から、上海安川同済機電有

限公司（出資比率減少）を連結子会社から持

分法関連会社といたしました。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

㈱同栄ハウジング 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

㈱同栄ハウジング 

    当中間連結会計期間から、安川ＴＥＣＯ 

  モータエンジニアリング㈱を重要性増加に 

  より非連結子会社から連結子会社といたし 

  ました。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

㈱同栄ハウジング 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社17社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社17社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社18社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社の数 3社 

主要な会社名 

ブラジル安川電機㈲ 

㈱ワイエム精工 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社の数 3社 

主要な会社名 

ブラジル安川電機㈲ 

㈱ワイエム精工 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社の数 3社 

主要な会社名 

ブラジル安川電機㈲ 

㈱ワイエム精工 

(2)持分法適用の関連会社の数 18社 

主要な会社名 

安川シーメンス オートメーション・ドライ

ブ㈱ 

末松九機㈱ 

八幡電機精工㈱ 

  

(2)持分法適用の関連会社の数 12社 

主要な会社名 

安川シーメンス オートメーション・ドライ

ブ㈱ 

末松九機㈱ 

八幡電機精工㈱ 

当中間連結会計期間から、持分法適用関

連会社であった㈱左尾電機工業所、㈱西南

電機、㈱藤井精密回転機製作所、㈱ワイ・

イー・テック、五楽工業㈱、九州制盤㈱、

信和精機㈱を重要性増加により連結子会社

としました。 

(2)持分法適用の関連会社の数 18社 

主要な会社名 

安川シーメンス オートメーション・ドライ

ブ㈱ 

末松九機㈱ 

八幡電機精工㈱ 

当連結会計年度から、上海安川同済機電有

限公司（出資比率減少）を連結子会社から持

分法関連会社といたしました。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

(3)持分法を適用していない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

主要な会社名 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

台安科技有限公司 

㈱同栄ハウジング 

(3)持分法を適用していない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

主要な会社名 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

台安科技有限公司 

㈱同栄ハウジング 

(3)持分法を適用していない非連結子会社及び関

連会社のうち主要な会社等の名称 

主要な会社名 

安川テクノエンジニアリング㈱ 

台安科技有限公司 

㈱同栄ハウジング 

 （持分法を適用しない理由） 

 持分法を適用していない非連結子会社

（14社）及び関連会社（7社）は、それぞれ

中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないためであります。 

 （持分法を適用しない理由） 

 持分法を適用していない非連結子会社

（14社）及び関連会社（8社）は、それぞれ

中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないためであります。 

 （持分法を適用しない理由） 

   持分法を適用していない非連結子会社

（15社）及び関連会社（7社）は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がない

ためであります。 

(4)持分法適用会社のうち、中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社については、各社

の中間会計期間にかかる中間財務諸表を使

用しております。 

(4)持分法適用会社のうち、中間決算日が中間

連結決算日と異なる会社については、各社

の中間会計期間にかかる中間財務諸表を使

用しております。 

(4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日

と異なる会社については、各社の事業年度に

かかる財務諸表を使用しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社は次のとおりであります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社は次のとおりであります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる

会社は次のとおりであります。 

会社名 中間決算日 

米国安川電機㈱他18社 8月31日 

㈱安川トランスポート 

他2社 
6月20日 

上海安川同済機電有限 

公司他7社 
6月30日 

会社名 中間決算日 

米国安川電機㈱他16社 8月31日 

㈱安川トランスポート 

他3社 
6月20日 

安川電機（上海）有限 

公司他7社 
6月30日 

会社名 決算日 

米国安川電機㈱他18社  2月28日 

㈱安川トランスポート 

他2社 
12月20日 

安川電機（上海）有限 

公司他6社 
12月31日 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の中間財務諸表を使用しておりま

すが、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

中間連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の中間財務諸表を使用しておりま

すが、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子

会社の決算日現在の財務諸表を使用しており

ますが、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく

時価法により評価しております。（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定

しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく

時価法により評価しております。（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により算

定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

により評価しております。（評価差額は、

全部資本直入法により処理し、売却原価

は、主として移動平均法により算定してお

ります。） 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法によ

り評価しております。 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法によ

り評価しております。 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法により

評価しております。 

②デリバティブ 

 時価法により評価しております。 

②デリバティブ 

 時価法により評価しております。 

②デリバティブ 

 時価法により評価しております。 

③たな卸資産 

主として以下によっております。 

③たな卸資産 

主として以下によっております。 

③たな卸資産 

主として以下によっております。 

(イ)評価基準――――原価法 (イ)評価基準――――原価法 (イ)評価基準――――原価法 

(ロ)評価方法 

・製品、商品 

注文品――――個別法 

標準品――――半期総平均法 

・半製品―――――半期総平均法 

・仕掛品―――――個別法 

・原材料―――――半期総平均法 

(ロ)評価方法 

・製品、商品 

注文品――――個別法 

標準品――――半期総平均法 

・半製品―――――半期総平均法 

・仕掛品―――――個別法 

・原材料―――――半期総平均法 

(ロ)評価方法 

・製品、商品 

注文品――――個別法 

標準品――――半期総平均法 

・半製品―――――半期総平均法 

・仕掛品―――――個別法 

・原材料―――――半期総平均法 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

親会社の建物（建物附属設備を除く） 

及び中間工場  定額法 

在外連結子会社 主として定額法 

上記以外    主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   3年～50年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

親会社の建物（建物附属設備を除く） 

及び中間工場  定額法 

在外連結子会社 主として定額法 

上記以外    主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物   3年～50年 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

親会社の建物（建物附属設備を除く） 

及び中間工場  定額法 

在外連結子会社 主として定額法 

上記以外    主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物及び構築物   3年～50年 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ただし、米国子会社で計上した営業権

は、「営業権及びその他の無形資産」に

係る会計基準（米国財務会計基準審議会

基準書第142号）に準拠して処理しており

ます。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ただし、米国子会社で計上した営業権

は、「営業権及びその他の無形資産」に

係る会計基準（米国財務会計基準審議会

基準書第142号）に準拠して処理しており

ます。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ただし、米国子会社で計上した営業権

は、「営業権及びその他の無形資産」に係

る会計基準（米国財務会計基準審議会基準

書第142号）に準拠して処理しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は債権の実情に応じて個別の引当額を計

上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は債権の実情に応じて個別の引当額を計

上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については債権の

実情に応じて個別の引当額を計上しており

ます。 

  ②      ───── 

  

  ②役員賞与引当金 

役員の賞与の支出に備えるため、当連

結会計年度における支給見込額の中間連

結会計期間負担額を計上しております。 

  ②      ───── 

  

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

会計基準変更時差異は、5年間の按分額

の1/2を費用計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による按分額を損益

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理することとしております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による按分額を損益

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から損益

処理することとしております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

  なお、会計基準変更時差異は、5年間の

按分額を費用計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間による按分額を

損益処理しております。 

    数理計算上の差異については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間による按分

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損

益処理することとしております。 

④      ───── 

  

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、規程に基づく中間期末要支給額を計

上しております。  

④      ─────  
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負債、収益及び

費用は中間連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、中間

連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に

含めております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会

社等の資産、負債、収益及び費用は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約、通貨スワップについて

は振当処理に、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特例処理

によっております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理に、

特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理によっておりま

す。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、振当処理の要件を満たしてい

る為替予約、通貨スワップについては振当

処理に、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理によってお

ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段―為替予約、通貨スワップ、

金利スワップ 

ヘッジ対象―外貨建売上債権、外貨建買

入債務、借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段―為替予約、金利スワップ、

通貨オプション 

ヘッジ対象―外貨建売上債権、外貨建買

入債務、借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段―為替予約、通貨スワップ、金

利スワップ、通貨オプション

ヘッジ対象―外貨建売上債権、外貨建買入

債務、借入金 

③ヘッジ方針 

社内規定に基づき、為替変動リスク等

をヘッジしております。 

③ヘッジ方針 

社内規定に基づき、為替変動リスク等

をヘッジしております。 

③ヘッジ方針 

社内規定に基づき、為替変動リスク等を

ヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金融商品会計に関する実務指針に基づ

き評価しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金融商品会計に関する実務指針に基づ

き評価しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金融商品会計に関する実務指針に基づき

評価しております。 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内

に満期日・償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内

に満期日・償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から3ヶ月以内に満期

日・償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 
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会計方針の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

１ 技術供与料の計上科目 

従来、技術供与料については営業外収益

に計上しておりましたが、当中間連結会計

期間より売上高に計上する方法に変更いた

しました。 

 この変更は、今後生産移管の拡大に伴

い、技術供与料の重要性が増すことから、

営業活動の成果を明確に表示するために行

ったものであります。 

 なお、この変更により、売上高および営

業利益に与える影響は軽微であります。 

───── １ 技術供与料の計上科目 

従来、技術供与料については営業外収益に

計上しておりましたが、当中間連結会計期間

より売上高に計上する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更は、今後生産移管の拡大に伴い、

技術供与料の重要性が増すことから、営業活

動の成果を明確に表示するために行ったもの

であります。 

 なお、この変更により、売上高および営業

利益に与える影響は軽微であります。 

 ───── 

  

１ 役員賞与引当金 

当中間連結会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基準第4号）を適用

しております。 

 この変更により従来の方法に比べ、営業

利益、経常利益および税金等調整前中間純

利益はそれぞれ７９百万円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

「セグメント情報」に記載しております。 

─────  

  

 ───── 

  

２ 役員退職慰労引当金  

当社及び一部の国内連結子会社の役員退

職慰労金は、従来支出時の費用として処理

しておりましたが、当中間連結会計期間よ

り規程に基づく中間期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方法に変更い

たしました。この変更は当社及び一部の国

内連結子会社の役員退職慰労金規程の整備

を行ったことを契機に、役員退職慰労金を

役員の在任期間にわたり費用分配すること

で期間損益の適正化および財務内容の健全

化を図るために行ったものであります。 

 この変更により当中間連結会計期間発生

額５７百万円は販売費及び一般管理費に計

上し、過年度対応額３９１百万は特別損失

として計上しております。この結果、従来

の方法に比べ、営業利益および経常利益は

それぞれ５７百万円減少し、税金等調整前

中間純利益は４４９百万円減少しておりま

す。 

  なお、セグメント情報に与える影響は

「セグメント情報」に記載しております。 

─────  
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

 ───── 

  

 ３ 在外子会社等の収益及び費用の本邦通 

 貨への換算の基準    

在外子会社等の収益及び費用は、従来、

決算日の直物為替相場により円貨換算して

おりましたが、当中間連結会計期間より期

中平均相場による円貨換算に変更しており

ます。この変更は、当社グループの生産・

販売のいずれの面におきましても在外子会

社等の重要性が増していることに加え、各

四半期毎の損益情報をより的確に把握する

為に行ったものであります。 

 この変更により従来の方法によった場合

に比べて、売上高は１，３５３百万円、営

業利益は９５百万円、経常利益は４２百万

円、税金等調整前中間純利益は４３百万

円、それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

「セグメント情報」に記載しております。 

─────  

  

 ───── 

  

 ４ 固定資産の減損に係る会計基準  

当中間連結会計期間より「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）を適用し

ております。 

 これにより税金等調整前中間純利益は

２，０３０百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき、各資産

の金額から直接控除しております。 

 ───── 

  

 ───── 

  

 ５ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する

 会計基準   

当中間連結会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第5号 平成17年12月9日）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は６１，３０３百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

─────  
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表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 

至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

   （中間連結貸借対照表） 

 ─────    固定負債の「役員退職慰労引当金」は、「会計方針の変更」に記載

 のとおり、当社及び一部の国内連結子会社が、当中間連結会計期間に

 おいて規程に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金に計上し

 たことにより重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲記

 しております。 

  なお、前中間連結会計期間の固定負債の「その他」に含まれる「役

 員退職慰労引当金」は104百万円であります。 

 （中間連結損益計算書）  （中間連結損益計算書） 

 営業外費用の「債権売却損」は、前中間連結会計期間において

「雑支出」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため当中間連結会計期間より区分掲記することにい

たしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「雑支出」に含む「債権売却損」は88

百万円であります。 

  

  販売費及び一般管理費の「役員退職慰労引当金繰入額」は、「会計

方針の変更」に記載のとおり、当社及び一部の国内連結子会社が、当

中間連結会計期間において規程に基づく中間期末要支給額を役員退職

慰労引当金に計上したことにより重要性が増したため、当中間連結会

計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の販売費及び一般管理費含まれる「役員

退職慰労引当金繰入額」は19百万円であります。 

  

 ───── 

 （中間連結キャッシュフロー計算書）  

  営業活動によるキャッシュフローの「役員退職慰労引当金の増減

 額」は、「会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び一部の国内

 連結子会社が、当中間連結会計期間において規程に基づく中間期末 

 要支給額を役員退職慰労引当金に計上したことにより重要性が増し 

 たため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

  なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュフローの

「その他」に含まれる「役員退職慰労引当金の増減額」は△65百万円

であります。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月20日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年3月20日現在） 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

      61,508百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

            65,195百万円 

＊１ 有形固定資産減価償却累計額 

      62,546百万円 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで 

あります。 

＊２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで 

あります。 

担保資産 金額 
売掛金 3,994百万円 
たな卸資産 4,284百万円 
建物 1,810百万円 
土地 631百万円 
有形固定資産その他 385百万円 

合計 11,107百万円 

担保資産 金額
売掛金 3,634百万円
たな卸資産 3,968百万円
建物 1,887百万円
土地 385百万円
有形固定資産その他 434百万円

合計 10,310百万円

担保資産 金額
売掛金    3,636百万円
たな卸資産 4,703百万円
建物 1,645百万円
土地 226百万円
有形固定資産その他 427百万円

合計 10,639百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

担保付債務 金額 
短期借入金 2,423百万円 
長期借入金 2,042百万円 

合計 4,466百万円 

担保付債務 金額
短期借入金 1,635百万円
長期借入金  768百万円

合計 2,404百万円

担保付債務 金額
短期借入金 1,537百万円
長期借入金 1,222百万円

合計 2,759百万円

３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入金

に対する債務保証で次のとおりでありま

す。 

３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入金 

に対する債務保証で次のとおりでありま

す。 

３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入金 

に対する債務保証で次のとおりでありま

す。 

被保証先 金額 
従業員 194百万円 
その他 1社 92百万円 

合計 286百万円 

被保証先 金額
従業員 178百万円
ブラジル安川電機㈲ 269百万円
その他 2社 137百万円

合計 586百万円

被保証先 金額
従業員 189百万円
ブラジル安川電機㈲ 267百万円
その他 2社  133百万円

合計  590百万円

４ 受取手形割引高         707百万円 ４ 受取手形割引高       3,088百万円 ４ 受取手形割引高        4,717百万円 

５ 手形信託受益権譲渡高   8,215百万円 ５ 手形信託受益権譲渡高   6,825百万円 ５ 手形信託受益権譲渡高   8,660百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

＊１ 固定資産売却益の内訳 

主に土地売却益であります。  

＊１ 固定資産売却益の内訳 

主に土地売却益であります。  

＊１ 固定資産売却益の内訳 

主に土地売却益であります。  

＊２ 事業構造改善費用の内訳 

棚卸資産評価損709百万円等でありま

す。 

＊２ 事業構造改善費用の内訳 

棚卸資産評価損567百万円等であります。

＊２ 事業構造改善費用の内訳 

棚卸資産評価損2,182百万円等でありま

す。 

  

  

＊３ 減損損失の内訳  

当中間連結会計期間において、以下の資

産グループについて減損損失を計上してお

ります。 

当社グループは、事業の種類別セグメン

トを基準として資産のグルーピングを行っ

ております。なお、賃貸資産については、

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す単位として個別にグルーピングを行って

おり、遊休資産については、個々の資産単

位で区分しております。 

 上記の資産グループについては、土地の 

市場価額が帳簿価額に比べ著しく下落して 

いることから、資産グループの帳簿価額を 

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減 

損損失（2,030百万円）として特別損失に 

計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は 

正味売却価額を使用し、その時価を重要性 

が高いものについては、不動産鑑定評価

額、それ以外のものについては固定資産税

評価額等をもとに、合理的な調整を行い評

価しております。 

場所 用途 種類
減損損失
金額 

（百万円）
 埼玉県 
  入間市 

賃貸資産
建物
土地 

881

 東京都 
 世田谷区 

遊休資産 土地 33

 埼玉県 
  吉川市 

遊休資産
建物
土地 

150

 千葉県 
  千葉市 

遊休資産 土地 58

 山口県 
  下関市 

遊休資産 土地 205

 福岡県 
  宗像市 

遊休資産
土地

建設仮勘定
634

 福岡県 
  行橋市 

遊休資産
建物
土地 

66

  
建物 34
土地 1,924

    建設仮勘定 72

合計 2,030
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加１３５千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 

      １３５千株であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の増加１８千株は、単元未満株式の買取による増加１５千株、持分法適用 

      会社等が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分３千株であります。 

    ３．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増による減少０千株であります。 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

  

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式（注）１        

 普通株式 232,915 135  －  233,050 

合  計 232,915 135       －  233,050 

自己株式        

 普通株式（注）２，３ 753 18 0 771 

合  計 753 18 0 771 

(決議) 株式の種類 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年6月16日定時株主総会 普通株式 1,396 6.0 平成18年3月20日 平成18年6月19日 

（決議） 株式の種類 配当金の総額（百万円） 配当の原資 １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年10月31日取締役会 普通株式 698 利益剰余金 3.0 平成18年9月20日 平成18年12月1日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

 連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

 との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

 連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

 との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係

  

（平成17年9月20日現在） （平成18年9月20日現在） （平成18年3月20日現在） 

現金及び預金勘定 16,317百万円

預入期間が3ヶ月を超える

定期預金 

 

△69百万円

ＭＭＦ(※１)  27百万円

現金及び現金同等物 16,275百万円

現金及び預金勘定  13,418百万円

預入期間が3ヶ月を超える

定期預金 

 

△184百万円

ＭＭＦ(※１)  38百万円

現金及び現金同等物 13,272百万円

現金及び預金勘定  12,147百万円

預入期間が3ヶ月を超える

定期預金 

 

△73百万円

公社債投資信託、ＭＭＦ

等(※１) 

 

27百万円

現金及び現金同等物   12,102百万円

※１ 有価証券勘定（68百万円）の内数 ※１ 有価証券勘定（38百万円）の内数 ※１ 有価証券勘定（53百万円）の内数 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高 
相当額 

(百万円) 

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 3,490 1,691 1,799 

(その他) 234 119 114 

無形固定資産      

(ソフトウェア) 1,105 620 484 

合計 4,830 2,431 2,398 

 
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 3,597 1,830 1,766 

(その他) 497 262 235 

無形固定資産      

(ソフトウェア) 989 568 421 

合計 5,085 2,660 2,424 

 
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 3,919 2,019 1,900 

(その他) 262 134 128 

無形固定資産      

(ソフトウェア) 1,136 692 443 

合計 5,318 2,845 2,472 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 853百万円

１年超 1,545百万円

合計 2,398百万円

１年以内 887百万円

１年超 1,537百万円

合計 2,424百万円

１年以内 855百万円

１年超 1,617百万円

合計 2,472百万円

(注)未経過リース料中間期末残高の有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(注)未経過リース料中間期末残高の有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(注)未経過リース料期末残高の有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩 

  額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 512百万円

減価償却費相当額 512百万円

支払リース料 495百万円

減価償却費相当額 495百万円

支払リース料 1,010百万円

減価償却費相当額 1,010百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 708百万円

１年超 4,641百万円

合計 5,349百万円

１年以内 544百万円

１年超 3,605百万円

合計 4,149百万円

１年以内  928百万円

１年超 4,133百万円

合計 5,062百万円

   （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありま

 せん。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成17年3月21日 
至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年3月21日 
至 平成18年3月20日） 

（貸主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（貸主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（貸主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及

び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額、

減損損失累計額及び中間期末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び

期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 

(百万円)

中間 
期末残高 
(百万円) 

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 259 108 151 

合計 259 108 151 

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間 
期末残高
(百万円)

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 226 127 98 

合計 226 127 98 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

有形固定資産 
その他      

(工具器具備品) 267 129 138 

合計 267 129 138 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 40 百万円

１年超 110 百万円

合計 151 百万円

１年以内 31 百万円

１年超 66 百万円

合計 98 百万円

１年以内 39 百万円

１年超 98 百万円

合計 138 百万円

(注)営業債権の中間期末残高等に対する未経過

リース料中間期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額の割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。 

(注)営業債権の中間期末残高等に対する未経過

リース料中間期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額の割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。 

(注)営業債権の期末残高等に対する未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合

計額の割合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 20 百万円

減価償却費 20 百万円

受取リース料 17 百万円

減価償却費 17 百万円

受取リース料 41 百万円

減価償却費 41 百万円

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま

 せん。 
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（有価証券関係） 

  

前中間連結会計期間末（平成17年9月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成18年9月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

前連結会計年度末（平成18年3月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 7,978 12,450 4,471
債券 78 79 0
その他 38 46 8
合計 8,096 12,576 4,480

内容 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式 2,317
ＭＭＦ 27

合計 2,345

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 7,991 14,552 6,561
債券 63 63 0
その他 554 481 △73
合計 8,609 15,097 6,487

内容 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式 2,005
ＭＭＦ 38

合計 2,043

  取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 7,973 16,064 8,090
債券 37 37 0
その他 538 488 △50
合計 8,550 16,591 8,040

内容 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式 2,370
ＭＭＦ 27

合計 2,398
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（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１ 期末の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

        ２ オプション取引の（ ）内の金額はオプション料でありますがゼロコストオプション取引のため、オプショ

      ン料の授受はありません。 

    ３ 上記為替予約取引及びオプション取引には、連結貸借対照表上、相殺消去されている連結会社向け債権債 

      務の為替変動リスク等をヘッジする目的で締結している通貨関連の契約額等、時価及び評価損益を含んでお

      ります。  

４ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

対象物の 
種類 

取引の種類  

前中間連結会計期間末 
（平成17年9月20日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年9月20日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年3月20日現在） 

契約額等 
（百万円）

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

契約額等 
（百万円）

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等 
（百万円） 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

     為替予約取引                  
    売建                  
      米ドル  1,198 1,273 △74 4,896 4,954 △57 2,668 2,666 1 

      ユーロ  1,342 1,337 4 5,537 5,601 △64 3,911 3,935 △24 

    買建                   

      米ドル  － － － 1,985 2,000 14 1,412 1,397 △14 

      ユーロ  － － － 2,219 2,235 16 1,574 1,580 6 

通 貨     円 － － － 427 427 0 107 108 0 

  オプション取引                    

   売建                    

    コール                   

     ユーロ －     1,071     182     

    (－) － － (19) 27 △8 (2) △0 2 

   買建                   

    プット                   

     ユーロ － － － 1,071     182     

    (－) － － (16) 28 11 (2) 1 △0 

合計 
2,540 

(－) 
2,610 △69 

17,209 

(3) 
15,218 △87 

10,039 

(0) 
9,690 △29 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年3月21日 至 平成17年9月20日） 

 （注）１ 事業区分の方法及び各区分に属する重要な製品の名称 

 当グループにおける製品等の範囲は多岐にわたりますが、これを、種類、性質、製造方法、販売方法等の

類似性及び当グループの損益集計区分に照らし、総合的に系列化し、区分しております。なお、各事業区分

に属する重要な製品等の名称は、次のとおりであります。 

モーションコントロール事業      ・・・ ACサーボモータ・制御装置、汎用インバータ等 

ロボティクスオートメーション事業・・・ アーク溶接ロボット、スポット溶接ロボット等 

システムエンジニアリング事業    ・・・ 鉄鋼プラント用電機システム、上下水道用電気計装システム等 

 情報事業                        ・・・ フロッピーディスクドライブ、情報処理ソフト等 

 その他の事業                    ・・・ 物流サービス、人材派遣等 

  ２  「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、技術供与料については営業外収益に計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より、売上高に計上する方法に変更いたしました。なお、この変更により、売上高および

営業利益に与える影響は軽微であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１ 事業区分の方法及び各区分に属する重要な製品の名称 

 当グループにおける製品等の範囲は多岐にわたりますが、これを、種類、性質、製造方法、販売方法等の

類似性及び当グループの損益集計区分に照らし、総合的に系列化し、区分しております。なお、各事業区分

に属する重要な製品等の名称は、次のとおりであります。 

モーションコントロール事業      ・・・ ACサーボモータ・制御装置、汎用インバータ等 

ロボット事業          ・・・ アーク溶接ロボット、スポット溶接ロボット等 

システムエンジニアリング事業    ・・・ 鉄鋼プラント用電機システム、上下水道用電気計装システム等 

 情報事業                        ・・・ フロッピーディスクドライブ、情報処理ソフト等 

 その他の事業                    ・・・ 物流サービス、人材派遣等 

        ２  当中間連結会計期間より名称を「ロボティクスオートメーション」から「ロボット」に変更しておりま 

      す。なお、これによる影響はありません。 

        ３  会計方針の変更 

(1)「会計方針の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」を適用し  

  ております。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、モーションコントロー 

  ルが３０百万円、ロボットが１６百万円、システムエンジニアリングが１２百万円、情報が１０百万 

   円、その他が９百万円それぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

(2)「会計方針の変更」に記載のとおり、役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理しておりました 

  が、当中間連結会計期間より規程に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法 

  に変更いたしました。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、モーションコ 

   ントロールが２５百万円、ロボットが１６百万円、システムエンジニアリングが１１百万円、その他が 

  
モーション 
コントロール 
（百万円） 

ロボティクス
オート 

メーション 
（百万円） 

システムエン
ジニアリング
（百万円） 

情報 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                 

(1)外部顧客に対する売上高 61,520 54,342 14,413 11,025 4,799 146,101 － 146,101 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
8,558 638 1,331 1,288 11,160 22,977 △22,977 － 

計 70,079 54,980 15,744 12,314 15,960 169,079 △22,977 146,101 

営業費用 65,467 50,572 17,604 12,116 15,137 160,898 △22,958 137,940 

営業利益又は営業損失(△) 4,611 4,408 △1,860 197 822 8,180 △19 8,161 

  
モーション 
コントロール 
（百万円） 

ロボット 
（百万円） 

システムエン
ジニアリング
（百万円） 

情報 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                 

(1)外部顧客に対する売上高 78,733 63,088 21,097 13,101 3,711 179,732 － 179,732 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
9,577 287 1,616 1,621 8,747 21,849 △21,849 － 

計 88,310 63,375 22,714 14,722 12,458 201,581 △21,849 179,732 

営業費用 78,131 59,340 23,471 14,078 11,463 186,485 △21,854 164,630 

営業利益又は営業損失(△) 10,179 4,034 △757 644 994 15,096 5 15,101 
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   ３百万円それぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

(3)「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社等の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場に 

   より円貨換算しておりましたが、当中間連結会計期間より期中平均相場による円貨換算に変更しており 

   ます。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期間の売上高はモーション 

   コントロールが７１４百万円、ロボットが６３６百万円、情報が２百万円、それぞれ減少し、営業費用 

   は、モーションコントロールが６３６百万円、ロボットが６１９百万円、情報が１百万円それぞれ減少 

   し、営業利益は、モーションコントロールが７８百万円、ロボットが１６百万円、情報が０百万円それ 

   ぞれ減少しております。   

前連結会計年度（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日） 

 （注）１ 事業区分の方法及び各区分に属する重要な製品の名称 

 当グループにおける製品等の範囲は多岐にわたりますが、これを、種類、性質、製造方法、販売方法等の類

似性及び当グループの損益集計区分に照らし、総合的に系列化し、区分しております。なお、各事業区分に属

する重要な製品等の名称は、次のとおりであります。 

モーションコントロール事業      ・・・ ACサーボモータ・制御装置、汎用インバータ等 

ロボティクスオートメーション事業・・・ アーク溶接ロボット、スポット溶接ロボット等 

システムエンジニアリング事業    ・・・ 鉄鋼プラント用電機システム、上下水道用電気計装システム等 

情報事業                        ・・・ フロッピーディスクドライブ、情報処理ソフト等 

       その他の事業                    ・・・ 物流サービス、人材派遣等 

２ 「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、技術供与料については営業外収益に計上しておりましたが、当 

   連結会計年度より、売上高に計上する方法に変更いたしました。なお、この変更により、売上高および営業 

  利益に与える影響は軽微であります。 

  
モーション 

コントロール 
（百万円） 

ロボティクス
オート 

メーション 
（百万円） 

システムエン
ジニアリング
（百万円） 

情報 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                 

(1)外部顧客に対する売上高 133,909 113,458 41,932 24,783 8,833 322,916 － 322,916 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
17,003 1,254 2,841 2,745 22,122 45,967 △45,967 － 

計 150,912 114,713 44,773 27,529 30,955 368,884 △45,967 322,916 

営業費用 138,634 104,862 45,032 26,486 29,269 344,286 △45,855 298,430 

営業利益又は営業損失(△) 12,278 9,850 △259 1,042 1,686 24,597 △111 24,486 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年3月21日 至 平成17年9月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の主な国の内訳は、次のとおりであります。 

(1)米州  米国等 

(2)欧州  ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

(3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

 ３ 当中間連結会計期間より、名称を「北米」から「米州」に変更しております。なお、これによる影響はあり

ません。 

 ４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、技術供与料については営業外収益に計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より、売上高に計上する方法に変更いたしました。なお、この変更により、売上高および

営業利益に与える影響は軽微であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の主な国の内訳は、次のとおりであります。 

(1)米州   米国等 

(2)欧州   ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

(3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

      ３ 会計方針の変更 

        (1)「会計方針の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」を適用して 

             おります。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、日本が７９百万円増加し、 

             営業利益は同額減少しております。 

         (2)「会計方針の変更」に記載のとおり、役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理しておりました 

             が、当中間連結会計期間より規程に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に 

             変更いたしました。この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間の営業費用は、日本が５７百万円 

             増加し、営業利益は同額減少しております。 

        (3)「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社等の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場によ 

             り円貨換算しておりましたが、当中間連結会計期間より期中平均相場による円貨換算に変更しておりま 

             す。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期間の売上高は米州が４４７百 

             万円、欧州が８６９百万円、アジアが８７百万円、それぞれ減少し、営業費用は、米州が４０４百万円、 

             欧州が８２７百万円、アジアが７７百万円それぞれ減少し、営業利益は、米州が４２百万円、欧州が４１ 

             百万円、アジアが１０百万円それぞれ減少しております。 

  
日本 

（百万円） 

米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 95,451 22,901 17,082 10,666 146,101 － 146,101 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
24,208 167 138 3,730 28,245 △28,245 － 

計 119,659 23,068 17,221 14,396 174,346 △28,245 146,101 

営業費用 115,497 21,092 15,876 13,351 165,817 △27,877 137,940 

営業利益 4,162 1,976 1,344 1,044 8,529 △367 8,161 

  
日本 

（百万円） 

米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 116,657 27,689 21,196 14,189 179,732 － 179,732 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
27,481 111 201 5,059 32,853 △32,853 － 

計 144,138 27,800 21,397 19,248 212,585 △32,853 179,732 

営業費用 134,607 25,135 20,446 17,536 197,726 △33,095 164,630 

営業利益 9,531 2,665 951 1,711 14,859 242 15,101 
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前連結会計年度（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の主な国の内訳は、次のとおりであります。 

(1)米州   米国等 

(2)欧州   ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

          (3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

        ３ 当連結会計年度より、名称を「北米」から「米州」に変更しております。なお、これによる影響はありま 

     せん。 

     ４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、技術供与料については営業外収益に計上しておりましたが、 

     当中間連結会計期間より、売上高に計上する方法に変更いたしました。なお、この変更により、売上高およ 

     び営業利益に与える影響は軽微であります。 

  
日本 

（百万円） 

米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 208,728 50,353 38,235 25,600 322,916 － 322,916 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
47,865 311 371 8,286 56,834 △56,834 － 

計 256,593 50,664 38,606 33,886 379,751 △56,834 322,916 

営業費用 242,634 46,135 35,017 30,907 354,695 △56,264 298,430 

営業利益 13,959 4,529 3,589 2,978 25,056 △569 24,486 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年3月21日 至 平成17年9月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する地域の主な国の内訳は次のとおりであります。 

(1)米州  米国等 

(2)欧州  ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

(3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

(4)その他 オーストラリア等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 ４ 従来、ブラジルの売上高は「その他」の区分に含めて記載しておりましたが、当中間連結会計期間より「北

米」を「米州」として区分したことにより、「米州」に含めて記載しております。なお、これによる影響額

は軽微であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する地域の主な国の内訳は次のとおりであります。 

(1)米州   米国等 

(2)欧州   ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

(3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

(4)その他 オーストラリア等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

        ４「会計方針の変更」に記載のとおり、在外子会社等の収益及び費用は、従来、決算日の直物為替相場により 

          円貨換算しておりましたが、当中間連結会計期間より期中平均相場による円貨換算に変更しております。こ 

          の変更により、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期間の海外売上高は米州が４２９百万 

     円、欧州が８５２百万円、アジアが６７百万円、その他が５百万円、連結売上高は１，３５３百万円それぞ 

          れ減少しております。なお、連結売上高に占める海外売上高の割合に対する影響は軽微であります。 

前連結会計年度（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日） 

 （注）１ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する地域の主な国の内訳は次のとおりであります。 

(1)米州  米国等 

(2)欧州  ドイツ、スウェーデン、イギリス等 

(3)アジア 中国、シンガポール、韓国等 

(4)その他 ブラジル等 

     ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 従来、ブラジルの売上高は「その他」の区分に含めて記載しておりましたが、当連結会計年度より「北米」

を「米州」として区分したことにより、「米州」に含めて記載しております。なお、これによる影響額は軽

微であります。 

  
米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 22,795 17,596 25,706 680 66,779 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 146,101 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 16％ 12％ 17％ 1％ 46％ 

  
米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 28,020 22,173 31,679 691 82,565 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 179,732 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 16％ 12％ 18％ 0％ 46％ 

  
米州 

（百万円） 

欧州 

（百万円） 

アジア 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 51,286 39,766 58,310 1,985 151,348 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 322,916 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 16％ 12％ 18％ 1％ 47％ 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年3月21日 

至 平成17年9月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年3月21日 

至 平成18年3月20日） 

１株当たり純資産額 182.10円

１株当たり中間純利益金額 11.88円

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 
10.93円

１株当たり純資産額 285.96円

１株当たり中間純利益金額 37.55円

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 
34.67円

１株当たり純資産額 226.51円

１株当たり当期純利益金額 43.18円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
39.72円

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年3月21日 

至 平成17年9月20日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年3月21日 

至 平成18年9月20日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年3月21日 

至 平成18年3月20日)

１株当たり中間(当期)純利益金額      

中間(当期)純利益（百万円） 2,748 8,722 10,157 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 169 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (169) 

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 2,748 8,722 9,987 

普通株式の期中平均株式数（千株） 231,309 232,259 231,473 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 20,270 19,310 20,136 

（うち新株予約権付社債（千株）） (20,270) (19,310) (20,136) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間 

(当期)純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
―――――― ―――――― ―――――― 
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(2)【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月20日現在） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月20日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   8,912 4,641  6,304 

受取手形   6,765 7,380  6,140 

売掛金   42,089 48,526  48,757 

有価証券   40 －  － 

たな卸資産   24,446 25,728  24,021 

繰延税金資産   2,260 2,313  2,545 

未収金   1,712 1,763  2,127 

信託受益権   － 9,415  2,109 

その他 ＊２ 13,194 6,464  8,942 

貸倒引当金   △479 △29  △17 

流動資産合計     98,942 57.5 106,205 59.9   100,930 57.3

Ⅱ 固定資産        

有形固定資産 ＊１      

建物   9,674 10,245  10,304 

機械及び装置   5,562 5,889  5,867 

土地   8,449 4,656  8,442 

その他   3,016 3,169  2,612 

有形固定資産合計   26,703 23,960  27,226 

無形固定資産   6,846 5,791  6,415 

投資その他の資産        

投資有価証券   28,571 30,458  31,996 

長期貸付金   1,637 1,020  1,329 

繰延税金資産   8,813 8,666  7,999 

その他   4,331 4,438  4,509 

貸倒引当金   △3,915 △3,322  △4,189 

投資その他の資産合計   39,439 41,261  41,646 

固定資産合計     72,989 42.5 71,013 40.1   75,288 42.7

資産合計     171,932 100.0 177,219 100.0   176,219 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月20日現在） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月20日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月20日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

支払手形   4,278     5,015     4,419     

買掛金   37,640     42,444     41,501     

短期借入金   19,299     9,786     12,146     

未払費用   8,769     10,197     9,963     

未払法人税等   514     131     1,806     

役員賞与引当金   －     41     －     

その他   11,634     11,338     11,986     

流動負債合計     82,135 47.8   78,955 44.6   81,823 46.4 

Ⅱ 固定負債                     

社債   10,000     10,000     10,000     

新株予約権付社債   15,000     14,268     14,368     

長期借入金   8,617     7,371     6,314     

退職給付引当金   25,825     26,863     27,166     

役員退職慰労引当金   －     389     －     

債務保証損失引当金   846     －     1,147     

固定負債合計     60,289 35.0   58,892 33.2   58,996 33.5 

負債合計     142,425 82.8   137,847 77.8   140,819 79.9 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     15,541 9.0   － －   15,858 9.0 

Ⅱ 資本剰余金                     

資本準備金   11,011     －     11,326     

 その他資本剰余金   1     －     2     

資本剰余金合計     11,012 6.4   － －   11,329 6.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

中間（当期）未処分利益   540     －     3,803     

利益剰余金合計     540 0.3   － －   3,803 2.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     2,517 1.5   － －   4,536 2.6 

Ⅴ 自己株式     △105 △0.0   － －   △128 △0.1 

資本合計     29,506 17.2   － －   35,399 20.1 

負債・資本合計     171,932 100.0   － －   176,219 100.0 

         

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

   資本金     － －   15,908 8.9   － － 

   資本剰余金                     

     資本準備金   －     11,376     －     

     その他資本剰余金   －     3     －     

    資本剰余金合計     － －   11,379 6.4   － － 

   利益剰余金                     

    その他利益剰余金                     

    繰越利益剰余金   －     8,527     －     

    利益剰余金合計     － －   8,527 4.8   － － 

   自己株式     － －   △147 △0.0   － － 

    株主資本合計     － －   35,668 20.1   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

   その他有価証券評価差額金     － －   3,734 2.1   － － 

   繰延ヘッジ損益     － －   △30 △0.0   － － 

    評価・換算差額等合計     － －   3,703 2.1   － － 

  純資産合計     － －   39,372 22.2   － － 

  負債純資産合計     － －   177,219 100.0   － － 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     87,973 100.0 103,729 100.0   189,518 100.0 

Ⅱ 売上原価     70,449 80.1 81,736 78.8   147,560 77.9

売上総利益     17,524 19.9 21,993 21.2   41,957 22.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     15,835 18.0 17,276 16.7   33,810 17.8

営業利益     1,689 1.9 4,716 4.5   8,146 4.3

Ⅳ 営業外収益 ＊１   3,138 3.6 4,105 4.0   6,298 3.3

Ⅴ 営業外費用 ＊２   609 0.7 505 0.5   1,398 0.7

経常利益     4,217 4.8 8,316 8.0   13,047 6.9

Ⅵ 特別利益 ＊３   82 0.1 3,708 3.6   336 0.2

Ⅶ 特別損失 ＊４   3,523 4.0 5,828 5.6   7,145 3.8

税引前中間（当期）純利益     776 0.9 6,197 6.0   6,238 3.3

法人税、住民税及び事業税   720 413  3,759 

過年度未払法人税等戻入額   － △549  － 

法人税等調整額   △483 236 0.3 129 △5 △0.0 △1,324 2,434 1.3

中間（当期）純利益     540 0.6 6,203 6.0   3,803 2.0

中間（当期）未処分利益     540 －    3,803
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③【中間株主資本等変動計算書】 

  

 当中間会計期間（自平成18年3月21日 至平成18年9月20日）                

（注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益
剰余金 

平成18年3月20日残高（百万円) 15,858 11,326 2 11,329 3,803 3,803 △128 30,862 

中間会計期間中の変動額                

新株予約権の行使 50 49   49       99 

剰余金の配当（注）         △1,396 △1,396   △1,396 

役員賞与（注)         △82 △82   △82 

中間純利益         6,203 6,203   6,203 

自己株式の取得             △19 △19 

自己株式の処分     0 0     0 1 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
          （百万円) 

50 49 0 50 4,724 4,724 △19 4,805 

平成18年9月20日残高（百万円) 15,908 11,376 3 11,379 8,527 8,527 △147 35,668 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
評価・換算 
差額等合計 

平成18年3月20日残高（百万円) 4,536 － 4,536 35,399 

中間会計期間中の変動額        

新株予約権の行使       99 

剰余金の配当（注)       △1,396 

役員賞与（注)       △82 

中間純利益       6,203 

自己株式の取得       △19 

自己株式の処分       1 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△801 △30 △832 △832 

中間会計期間中の変動額合計 
           （百万円) 

△801 △30 △832 3,972 

平成18年9月20日残高（百万円) 3,734 △30 3,703 39,372 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法により評価

しております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法により評価

しております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法により評価し

ております。 

その他有価証券 その他有価証券   その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時

価法により評価しております。（評価

差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定して

おります。） 

 ① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく時

価法により評価しております。（評価

差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定

しております。） 

① 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法により評価しております。（評価

差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定して

おります。） 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法により評価

しております。 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法により評価

しております。 

② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法により評価

しております。 

(2）デリバティブ (2）デリバティブ  (2) デリバティブ 

 時価法により評価しております。  時価法により評価しております。  時価法により評価しております。 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産  (3) たな卸資産 

① 評価基準…………原価法 ① 評価基準…………原価法  ① 評価基準…………原価法 

② 評価方法 

・製品 注文品  個別法 

標準品  半期総平均法 

・半製品     半期総平均法 

・仕掛品     個別法 

・原材料     半期総平均法 

② 評価方法 

・製品 注文品  個別法 

標準品  半期総平均法 

・半製品     半期総平均法 

・仕掛品     個別法 

・原材料     半期総平均法 

 ② 評価方法 

・製品 注文品  個別法 

 標準品  半期総平均法 

・半製品     半期総平均法 

・仕掛品     個別法 

・原材料     半期総平均法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除

く）及び中間工場 
定額法 

上記以外 定率法

建物（建物附属設備を除

く）及び中間工場 
定額法

上記以外 定率法

建物（建物附属設備を除

く）及び中間工場 
定額法

上記以外 定率法

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物 ３年～50年

機械及び装置 ４年～17年

建物 ３年～50年

機械及び装置 ４年～17年

建物 ３年～50年

機械及び装置 ４年～17年

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は債権の実情に応じて個別の引当額を計

上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は債権の実情に応じて個別の引当額を計

上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は債権の実情に応じて個別の引当額を計

上しております。 

(2）    ―――――― 

  

(2）役員賞与引当金 

 役員の賞与の支出に備えるため、当期

における支給見込額の中間会計期間負担

額を計上しております。 

(2）    ―――――― 
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前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異は、５年間

の按分額の１／２を費用計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による按分額を損益

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌期から損益処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間にお

いて発生していると認められる額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による按分額を損益

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌期から損益処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異は、５年間

の按分額を費用計上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間による按分額を損益処理

しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌期から損益処理するこ

ととしております。 

(4）    ―――――― 

  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、規程に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(4）    ―――――― 

  

(5）債務保証損失引当金 

 債務保証等による損失に備えるため、

被保証先の財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上しております。 

 (5）    ―――――― 

  

(5）債務保証損失引当金 

 債務保証等による損失に備えるため、

被保証先の財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約、通貨スワップについて

は振当処理に、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特例処理

によっております。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理に、

特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理によっておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約、通貨スワップについて

は振当処理に、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特例処理

によっております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、通貨スワッ

プ、金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建

買入債務、借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建

買入債務、借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、通貨スワッ

プ、金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建

買入債務、借入金 

(3）ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、為替変動リスク等

をヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、為替変動リスク等

をヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、為替変動リスク等

をヘッジしております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金融商品会計に関する実務指針に基づ

き評価しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金融商品会計に関する実務指針に基づ

き評価しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金融商品会計に関する実務指針に基づ

き評価しております。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 
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会計方針の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 

  至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 

  至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 

  至 平成18年３月20日） 

１ 技術供与料の計上科目 ――――――― １ 技術供与料の計上科目 

従来、技術供与料については営業外収

益に 計上しておりましたが、当中間会

計期間より売上高に計上する方法に変更

いたしました。 

この変更は、近年の海外子会社への現地

生産移管の拡大に伴い、技術供与料の重

要性が増すことから、営業活動の成果を

明確に表示するために行ったものであり

ます。 

 この変更により従来の方法に比べ、売

上高および営業利益は558百万円増加し、

営業外収益は同額減少しましたが、経常

利益および税引前中間純利益に与える影

響はありません。 

  従来、技術供与料については営業外収益

に計上しておりましたが、当期より売上高

に計上する方法に変更いたしました。 

 この変更は、近年の海外子会社への現地

生産移管の拡大に伴い、技術供与料の重要

性が増すことから、営業活動の成果を明確

に表示するために行ったものであります。

 この変更により従来の方法に比べ、売上

高および営業利益はそれぞれ1,464百万円

増加し、営業外収益は同額減少しました

が、経常利益および税引前当期純利益に与

える影響はありません。 

――――――― １ 役員賞与引当金 ――――――― 

  当中間会計期間より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年11月29日 企業会計基準第4号）を適

用しております。 

 この変更により従来の方法に比べ、営

業利益、経常利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ41百万円減少しております。 

  

――――――― ２ 役員退職慰労引当金 ――――――― 

  役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として処理しておりましたが、当中間会

計期間より規程に基づく中間期末要支給

額を役員退職慰労引当金として計上する

方法に変更いたしました。この変更は役

員退職慰労金規程の整備を行ったことを

契機に、役員退職慰労金を役員の在任期

間にわたり費用配分することで期間損益

の適正化および財務内容の健全化を図る

ために行ったものであります。 

 この変更により当中間会計期間発生額

44百万円は販売費及び一般管理費に計上

し、過年度対応額344百万円は特別損失と

して計上しております。この結果、従来

の方法に比べ、営業利益および経常利益

はそれぞれ44百万円減少し、税引前中間

純利益は389百万円減少しております。   

――――――― ３ 固定資産の減損に係る会計基準 ――――――― 

  当中間会計期間より「固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第6号))

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は4,018万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。   
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表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 

  至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 

  至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 

  至 平成18年３月20日） 

――――――― ４ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

  会計基準 

――――――― 

  当中間会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第5号 平成17年12月9日）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号 平成17年12月9日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は39,402百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しており

ます。   

前中間会計期間 

（自 平成17年３月21日 

至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 

至 平成18年９月20日） 

  

――――――――― 

 （貸借対照表） 

 流動資産の「信託受益権」は資産合計の100分の5を超えたため当

中間会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「信託

受益権」は4,253百万円であります。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月20日現在） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月20日現在） 

前事業年度末 
（平成18年３月20日現在） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                      43,195百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                        43,756百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                        43,182百万円 

＊２ 消費税等の取扱い 

 仮払・預り消費税等は相殺のうえ、流

動資産「その他」に含めて表示しており

ます。 

＊２ 消費税等の取扱い 

 仮払・預り消費税等は相殺のうえ、流

動資産「その他」に含めて表示しており

ます。 

＊２     ───── 

 ３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入

金等に対する債務保証で次のとおりであ

ります。 

 ３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入

金等に対する債務保証で次のとおりであ

ります。 

 ３ 偶発債務は、被保証先の金融機関借入

金等に対する債務保証で次のとおりであ

ります。 

被保証先 金額 

当社従業員    194百万円 

シナティクスソリュ
ーションズ㈱ 

   1,763百万円 

合計 1,957百万円 

被保証先 金額 

当社従業員       178百万円 

合計      178百万円 

被保証先 金額 

当社従業員    189百万円 

シナティクスソリュ
ーションズ㈱ 

    1,699百万円 

合計   1,889百万円 

４ 受取手形割引高       2,915百万円 ４ 受取手形割引高        3,432百万円 ４ 受取手形割引高        6,923百万円 

５ 手形信託受益権譲渡高   8,215百万円 ５ 手形信託受益権譲渡高    6,825百万円 ５ 手形信託受益権譲渡高    8,660百万円 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの ＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息   55百万円

受取配当金    3,056百万円

受取利息     74百万円

受取配当金      3,869百万円

受取利息    120百万円

受取配当金     6,101百万円

＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの ＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息    247百万円

社債利息    83百万円

債権売却損   156百万円

支払利息    158百万円

社債利息   83百万円

債権売却損    131百万円

支払利息    423百万円

社債利息    166百万円

債権売却損    354百万円

＊３      ─────  ＊３ 特別利益のうち主要なもの ＊３ 特別利益のうち主要なもの 

      

   

   

関係会社株式売却益   1,711百万円

債務保証損失引当金

戻入益 
  1,101百万円 

土地売却益 

  

     208百万円

 

＊４ 特別損失のうち主要なもの ＊４ (1) 特別損失のうち主要なもの ＊４ 特別損失のうち主要なもの 

事業構造改善費用 

環境対策費用 

訴訟関連費用 

関係会社株式評価損 

退職給付会計基準 

変更時差異償却 

   1,022百万円

   177百万円

 311百万円

 299百万円

1,505百万円

減損損失         4,018百万円

事業構造改善費用       473百万円

事業構造改善費用 

関係会社株式評価損 

退職給付会計基準 

変更時差異償却 

   2,756百万円

299百万円

3,010百万円

     (2）減損損失の内訳   

     当中間会計期間において、以下の資産グ 

  ループについて減損損失を計上しておりま 

  す。 

   当社は、事業の種類別セグメントを基準 

  として資産のグルーピングを行っておりま 

  す。なお、賃貸資産については、概ね独立 

  したキャッシュ・フローを生み出す単位と 

  して個別にグルーピングを行っており、遊 

  休資産については、個々の資産単位で区分 

  しております。 

    上記の資産グループについては、土地の

   市場価額が帳簿価額に比べ著しく下落して

   いることから、資産グループの帳簿価額を

   回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

   損損失（4,018百万円）として特別損失に 

   計上しております。 

    なお、当資産グループの回収可能価額は

   正味売却価額を使用し、その時価を重要性

   が高いものについては、不動産鑑定評価 

   額、それ以外のものについては固定資産税

   評価額等をもとに、合理的な調整を行い評

   価しております。 

場所 用途 種類
減損損失
金額 

（百万円）
 埼玉県 
  入間市 

賃貸資産
建物
土地 

2,092

 千葉県 
  千葉市 

遊休資産 土地 58

 山口県 
  下関市 

遊休資産 土地 205

 福岡県 
  宗像市 

遊休資産 土地 1,661

建物 52
土地 3,966

合計 4,018

 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産     1,167百万円

無形固定資産    1,081百万円

有形固定資産      1,205百万円

無形固定資産     1,141百万円

有形固定資産  2,489百万円

無形固定資産      2,175百万円

- 48 -



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注) 1.普通株式の自己株式の株式数の増加15千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

    2.普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 自己株式   
  普通株式 247 15 0 261 

合計 247 15 0 261 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
その他 

      

(工具器具備品) 1,848 908 940 

(その他) 282 106 176 

無形固定資産       

(ソフトウエア) 671 444 227 

合計 2,803 1,458 1,344 

  

取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産
その他 

      

(工具器具備品) 1,995 977 1,018 

(その他) 269 93 176 

無形固定資産       

(ソフトウエア) 512 333 178 

合計 2,778 1,403 1,374 

  

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定資産
その他 

      

(工具器具備品) 2,203 1,108 1,095 

(その他) 315 126 189 

無形固定資産       

(ソフトウエア) 706 505 201 

合計 3,225 1,739 1,486 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内    474百万円

１年超    869百万円

合計      1,344百万円

１年内       469百万円

１年超       905百万円

合計          1,374百万円

１年内 487百万円

１年超    998百万円

合計     1,486百万円

（注）未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料    281百万円

減価償却費相当額    281百万円

支払リース料       262百万円

減価償却費相当額       262百万円

支払リース料    571百万円

減価償却費相当額    571百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    263百万円

１年超      2,651百万円

合計      2,915百万円

１年内       266百万円

１年超          2,395百万円

合計          2,661百万円

１年内    263百万円

１年超      2,519百万円

合計      2,783百万円

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま

 せん。 
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（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末（平成17年９月20日現在） 

当中間会計期間末（平成18年９月20日現在） 

前事業年度末（平成18年３月20日現在） 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 799 10,009 9,210 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 799 9,713 8,914 

  貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 799 9,652 8,852 
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(2)【その他】 

平成18年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しております。 

（1）配当財産の種類および帳簿価格の総額 ・・・・金銭による配当 総額 698百万円 

（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項 ・・1株につき3円 

（3）当該中間配当がその効力を生ずる日・・・・・・平成18年12月1日 

（注）平成18年9月20日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対

し支払いを行います。 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1)有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（第90期）（自 平成17年3月21日 至 平成18年3月20日）平成18年6月19日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

平成18年7月3日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の5第4項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号、同第12号及び同第19号に

基づく臨時報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年11月29日

株式会社 安川電機     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 橋本 佑太郎  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 喜多村 教證  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

安川電機の平成17年3月21日から平成18年3月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年3月21日から平成17

年9月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社安川電機及び連結子会社の平成17年9月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月29日

株式会社 安川電機     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 元治   印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 江島 猛博   印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

安川電機の平成18年3月21日から平成19年3月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年3月21日から平成18

年9月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社安川電機及び連結子会社の平成18年9月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。  

２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び一部の国内連結子会社は役員退職慰労金について、従来支出時

の費用として処理していたが、当中間連結会計期間より規程に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年11月29日

株式会社 安川電機     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 橋本 佑太郎  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 喜多村 教證  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

安川電機の平成17年3月21日から平成18年3月20日までの第90期事業年度の中間会計期間（平成17年3月21日から平成17年9

月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社安川電機の平成17年9月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年3月21日から

平成17年9月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

「会計方針の変更 1」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より技術供与料に関する会計方針を営業外収

益に計上する方法から、売上高に計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年11月29日

株式会社 安川電機     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 元治   印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 江島 猛博   印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 佐藤 宏文   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

安川電機の平成18年3月21日から平成19年3月20日までの第91期事業年度の中間会計期間（平成18年3月21日から平成18年9

月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社安川電機の平成18年9月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年3月21日から

平成18年9月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。  

２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、従来支出時の費用として処理していた

が、当中間会計期間より規程に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 




